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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、わが国の高等教育において実効力のある最適な遠隔教育・ｅ－ラーニングの質保証
の枠組みを明らかにすることを目的として実施された。遠隔教育・ｅ－ラーニングの普遍性と
特殊性を把握し、その質保証を行う上で、対面授業の質保証に付加すべき基準を提案し、その
妥当性を検証した。また、設計品質の保証、質的向上、最低限の質保証という質保証の類型を
整理し、それぞれにこの付加的基準を組み込むことを提案した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study aims to clarify the effective quality assurance framework of higher education 

delivered via mode of distance education and e-learning (De/eL). It proposes the standards 

specialized for DE/eL that had to be added to those for the traditional face-to-face 

education in any type of quality assurance, that is, guarantee of “quality of design”, 

“minimum requirement”, and “quality enhancement system”. 
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１．研究開始当初の背景 
 情報技術の著しい発展と学生ニーズの多
様化を背景に，ｅ－ラーニングは急速に成長
してきた。高等教育も例外ではなく，大学改
革、または質の改善・向上という名のもとに，
多くの大学でｅ－ラーニングが導入されて
いる。ｅ－ラーニングに大きな可能性がある
ことは疑いないが，同時に高等教育の質保証
の観点からは，質の低い教育が提供されると
の恐れが提起されている。 

教育の質の保証には教育の実施者による
内部質保証と第三者機関による外部質保証

が重要である（図 2 参照）。遠隔教育ならび
にｅ－ラーニング（以降、DE/eL (Distance 
Education and e-Learning)と表記する）の
場合，教育の提供に伴って克服すべき障害が
大きかったり、その提供の手段が高度であっ
たり、また教育・学習過程の把握が従来の考
え方では難しかったりすることで、内部質保
証が教育の提供プロセスのみの保証に留ま
っていることが指摘できる。そして，さらに
DE/eL の実施機関の共同体や，第三者として
の評価機関による外部質保証は、その難しさ
ゆえに十分に機能しておらず、内部質保証と
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外部質保証との間に齟齬が生じている可能
性がある（図 1）。 

 
 
実際，多くの国では DE/eL の質保証が行わ

れている。例えば，英国では高等教育質保証
機関が大学の行動指針を定める中で，DE/eL
をはじめとするフレキシブルなプログラム
の提供について包括的指針をまとめている。
米国では，地域アクレディテーション協会と
関連して「学位や資格を提供する電子的プロ
グラムのベストプラクティス」が存在する。
しかし，それらは主として DE/eL を提供する
側の視点や、マクロな視点から描かれたもの
であり，教育の受け手の視点からの質保証へ
のアプローチは取られていない。これは
DE/eL に限った話ではないが、教育の提供プ
ロセスから、単位や学位のあり方に至るまで
の一貫した質保証システムが必要とされて
いる。 
 
２．研究の目的 

わが国の高等教育の実際の枠組みの中で，
実効力のある最適な遠隔教育・ｅ－ラーニン
グの質保証の枠組みを明らかにすることが
本研究の目的である。研究代表者が携わった
アジア太平洋質保証ネットワーク(APQN)の
プロジェクトの枠組みを利用し，その上で，
わが国の高等教育機関で提供されている
DE/eL と内部質保証の現状，既存の関連する
法制度，教職員や学生の特性等，各種要因の
調査・検討を行う。 

DE/eL を用いた教育の質の保証の場合，内
部質保証が教育の提供プロセスの保証（上
流）に留まる一方で，単位や学位までを見越
した認証評価等の外部質保証（下流）が十分
に機能していないことが問題である。過去の
事例研究や，他国の質保証の動向などについ
て参考にしつつ，既存の外部質保証を DE/eL
に適用可能なものとすることにより，上流か
ら下流までの間に生ずる不整合を減ずるこ
とを狙いとする。 
 
３．研究の方法 
(1)質保証システムに関する調査 

DE/eL のみならず、広く高等教育の質保証

に関して、次に挙げる異なるレベルについて、
また内部と外部のそれぞれにおいて、総合的
に情報収集を行った。 
・DE/eL システム(プロセス)自体の質保証 
・プログラムの質保証 
・高等教育機関の質保証 
また、これらの検討を行う上で、なぜ DE/eL

に関する独自の質保証が必要とされるかと
いう観点から、DE/eL の対面授業との違い、
特殊性について検討した。 
 

(2)わが国の DE/eL の質保証を取り巻く要因
の調査・検討 
わが国の既存の法制度，DE/eL を用いてい

る大学および提供されている教育サービス
の現状，教職員や学生の特性等に関する調査
を行い，わが国の質保証モデルの仮説を構築
し、さらに DE/eL の専門家や大学関係者との
議論によって検討した。 
 
４．研究成果 
(1)DE/eL の特殊性と教育としての普遍性 
DE/eL の質保証、ならびにそれを取り巻く

要因について、内外の文献調査を中心に、既
存の法制度、教育サービスの現状、教職員や
学生の特性等について調査・検討を進めた。
特に、アジア太平洋地域における取り組みの
一環として、APQN のプロジェクト報告書を改
訂し、APQN の web 上で公開した。 
その中で示した DE/eLに関する外部質保証

の方向性は以下のとおりである。 
・DE/eL の質保証に関しては世界中に様々な
基準や枠組みが存在するが、それらにさほど
大きな違いが無い。 
・しかしながら、アジア太平洋地域の質保証
機関が実施している（する計画である）質保
証は、伝統的な対面授業の延長線上にある
DE/eL の質保証であり、質保証制度の実効性
を考えた場合には既存の対面授業の基準を
活用する必要がある。 
・さらに、各機関の対面授業の質保証の基準
が各国の環境下でそれぞれ異なることを考
えれば、DE/eL にのみ適用する付加的基準と
するのが合理的である。 
・昨今のブレンディッド・ラーニングの進展
などから、対面授業と DE/eL とを個別に考え
る必然性はなく、上記の付加的基準という判
断を支持する。 
以上のことから、まず DE/eL の特殊性とし

て、教員／機関と学生間の物理的／精神的距
離、教授学習過程の不可視性、学生の多さ、
高度な技術的側面の 4つを挙げ、そこから生
じる問題点を解消する方策について、教育提
供者がどのような対策を講じているかにつ
いて確認することを外部質保証の付加的基
準として設定することとした。 
 

図１ 教育の質保証の上流と下流 

上流：eラーニング開発者・提供者 下流：学生・生徒，利害関係者
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(2)APQN で構築した付加的基準とその有効性 
この付加的基準を APQN の各質保証機関で

検討してもらったところ、妥当であるとの判
断が得られ、現在も参考にされて実用に供さ
れているものと考えられる。 

表 1 DE/eL の質保証の付加的基準(一部省略) 

1. 教員／機関と学生間の 
物理的／精神的距離 

1) 学科や科目の DE/eL に対する適切さ 
- 対面授業と同等の教育成果が得られるこ

と。特に技術的な要素に注意が必要。 

2) 適切な教育提供の方法 
- 教育提供方法がコース，学生，学習成果等

に対して適切であること。マルチディアや
同期，双方向性が求められることもある。

- 教育提供は，学生の手元に届くまで教育機
関が責任を負うこと。信頼のおける教育提
供の方法や代替手段が必要となる。 

- 学習センターや教室を用いる場合には，
DE/eL にふさわしい施設設備があること。

3) 資源の利用可能性 
- 書籍，メディア等の資源が学生の環境で利

用可能であること。不可能であれば，機関
が責任を持って送出すること。 

4) 学生支援 
- 遠隔地に居る学生であれ，すべての学生に

適切な，キャンパスに通学するのと同等の
学習支援がなされること。なんらかの制約
がある場合には，それを学生が登録する前
に周知し，合意を得ること。 

- DE/eL の教員／機関と学生間の物理的／
精神的距離は学生の学習や修了の意欲を
減退させるため，学習動機を高める配慮を
すること。 

5) 教員－学生間，学生－学生間の相互作用
- 教員－学生間，学生－学生間の相互作用を

設計し，機能するよう努めること。相互作
用や学習者コミュニティの形成は，学生の
学習を促進させる。 

2. 教授学習過程の不可視性 

1) 教授学習過程を可視化するシステム 
- 質保証のために，学生の学習ログのような

根拠資料を保持すること。そのためには，
LMS 等のツールが有用である。 

2) 学生の識別 
- 学生が本人であることを，学習や評価の過

程ごとに確認すること。DE/eL にとって，
「なりすまし」が最も懸念される問題であ

るため，それを防ぎ，授与される単位や学
位の質を保証することに最大限の努力を
払うこと。 

3) 教職員の識別 
- 同様に，教職員が本人であることを，教授

や学習支援の過程ごとに示すこと。特にサ
イバースペースでは，その対象が教員なの
か，チューターなのか，それとも機械応答
なのかを示すこと。 

4) 情報の共有 
- 入学生や在学生が，単位認定，伝統的大学

への編入学，その他取得できる単位，資格，
学位に関するあらゆる事柄に関し，明確か
つ具体的な情報を入手できるようにする
こと。 

- 単位や資格・学位が伝統的大学と同等とみ
なされない場合には，入学前にそれを周知
すること。 

3. 学生の多さ 

1) 教授者の支援 
- 一般に 1人の教員に多くの学生が割り当

てられるため，教員を支援するシステムを
有していること。 

- 質的にも，量的にも，教授者の支援にふさ
わしいチューターを配置していること。教
員と同様の指導に当たるのであれば，それ
にふさわしい資格を有していること。 

4. 高度な技術的側面 

1) 学生の受信設備に関する利用可能性 
- 入学生や在学生が，教育の受信に必要な設

備機材について，明確かつ具体的な情報を
入手できるようにすること。特に発展途上
国では通信インフラが十分でないことも
あるため，機関，学生ともに配慮すること。

2) 教育提供への適応 
- 高度な技術を利用することのガイダンス

やアドバイス，ときに訓練の機会が，教職
員と学生に提供されること。その責任は機
関と学生の双方にあり，必要とされる技術
については入学前に説明されていること。

 
 しかしながら、大学を対象とした訪問調査
や専門家との議論から、特に DE/eL によって
教育を提供している教職員からは、否定的な
意見が多く寄せられた。それは、現実に教育
を提供し、常に質の向上を目指している立場
からは、そのような最低限を担保する質保証
モデルにはインセンティブが働かないとい
うものであった。 



(3)内部質保証と外部質保証の融合 
質保証には 4つのタイプがある。すなわち、

(A)教育提供者が表明する質を確かに提供し
ているという意味での質保証、(B)より質の
高い教育の実現を目的とする質の向上のた
めの取組、(C)それを可能とするシステムが
形成されているという意味の経営の質保証、
(D)正当な教育プログラムとして成り立つた
めの最低限の基準を満たすという意味での
質保証、の 4つである。 
 

本研究は、ユーザの側に立った(D)の質保
証を志向して実効力のある質保証システム
の構築を図ったが、現場レベルではこれらの
質保証が区分されることなく遂行されてお
り、また(D)の最低限の質保証は法的な最低
基準のクリアという程度にしか捉えられて
おらず、ほとんど注意すら払われていないこ
とが明らかとなった。実際、研究代表者は、
文部科学省の大学設置計画履行状況調査の
場において、ある大学に 2(1)教授学習過程の
可視化と 2(3)教職員の識別に関して指摘を
しており、このことは本研究の成果でもある。 

現在、政策的にも高等教育機関には「内部
質保証体制の構築((C)の質保証に相当)」が
求められており、最低限の質保証を担保する
認証評価においても質の向上へと目的がシ
フトしている。今後、現場の質的向上を求め
る方向性からは、本研究で示した APQN のモ
デルを最低基準として配慮しつつも、LMS 等
のｅ－ラーニングで実現した新しいシステ
ムを長所として捉え、教育の過程や効果が
「見える」高等教育システムを構築していく
ことが、内部外部を問わず質保証には必要と
なる。この流れは、インストラクショナル・
デザインや各種ポートフォリオの隆盛とも
関連し、質的向上のための質保証を実現する
ために機能するはずである。 

内部質保証と外部質保証の融合は、外部質
保証が(D)から(C)へと視点を移すことで解
消されつつある。本研究で明らかにした
DE/eL の付加的基準を追加要素として双方の
質保証に組み込むことを提案し、4 つの質保
証のモデルとともに、大学等に広く提供して
いく予定である。 
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